
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

岡山県 倉敷市岡山県 倉敷市岡山県 倉敷市岡山県 倉敷市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

472,670
354.71

163,256,520
159,967,069

2,417,029

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.91][0.91][0.91][0.91]

類似団体内順位

[ 9/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

0.470.470.470.47
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1.50
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0.48

1.71

0.82

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.91

倉敷市の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [93.5%][93.5%][93.5%][93.5%]

類似団体内順位

[ 25/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

93.493.493.493.4
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[104104104104,,,,352352352352円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 21/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

117,213117,213117,213117,213

(円)
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131,096

88,257

103,085
104,352

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [99.9][99.9][99.9][99.9]

類似団体内順位

[ 12/35 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[6666....75757575人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 18/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

8.418.418.418.41
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [13.5%][13.5%][13.5%][13.5%]

類似団体内順位

[ 28/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

16.816.816.816.8

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.3
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13.5

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[326326326326,,,,936936936936円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 11/35 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

482,666482,666482,666482,666

(円)
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326,936

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

倉敷市倉敷市倉敷市倉敷市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
財政力指数･･･本市は，平成９年度に普通交付税の交付団体になって以来，財政力指数は，一貫して低下してきたが，平成
１８年度以降，景気回復に伴う市税の増収等により増加傾向にある。平成２０年度後半からの景気後退に伴う企業業績の悪
化により市税が大幅に減少する見込みであり，今後は，財政力指数が低下していくことが予想される。
　そのため，職員数の削減（平成１８年度から平成２２年度までの５年間で４００人削減）などによる人件費の縮減や事務事
業の見直しなどによる経費の節減に努めるとともに，地域経済の活性化を図る取組みを積極的に実施していく。

経常収支比率･･･前年度に比べて扶助費や繰出金などの増加により２．６ポイント上昇，９３．５％となり類似団体平均を上
回っている。平成２０年度も同様に扶助費等の増加が見込まれることから，各種収納金の収納率向上，行政改革の更なる実
施による財源の確保と経費の削減，市税減少の歯止めとなる地域経済活性化に向けた取組みを実施し，経常収支比率の
改善を図っていく。

ラスパイレス指数･･･指数は９９．９であり，類似団体平均より，０．３ポイント低い数値である。平成１５年度から平成２０年度
まで，類似団体平均値を下回る水準を維持してきたが，今後も一層の給与の適正化に努める。

実質公債費比率･･･類似団体平均を上回っている。平成２１年度に公債費のピークを迎える下水道事業への繰り出しが増加す
るものの，普通会計における公債費は減少する見込みであり，今後とも既借入高金利市債の借換えによる利子負担の軽減や
新規発行の抑制に努める。

人口１人当たり地方債残高･･･類似団体平均を６５，１１２円下回っている。平成２１年度から２２年度にかけて市民交流セン
ター等施設の建設事業を予定しており，新規の起債発行が見込まれるが，他事業における起債の発行抑制を行い，現状の水
準を維持するよう努める。

人口1,000人当たり職員数･･･平成１８年３月に策定した第２次定員適正化計画（平成１８度から２２年度までの５年間で４００人
削減）に対し，平成２０年度までに計画を上回る２４３人を削減しているが，引き続き目標達成にむけて職員削減に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額･･･類似団体平均に比べ１，２６７円上回っているが，前年度より１７９円低下してい
る。今後も，人件費について更なる減少を見込んでおり，物件費についても縮減に努める


